
真総情第 33 号  

令和７ 年 11 月 14 日  

 教育長 纐纈 仁志 様 

 

真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会  

会 長  今 村 哲 也  

 

答申書の交付について 

 

 真鶴町情報公開条例（ 平成 13 年真鶴町条例第 18 号） 第 16 条の２ の規定に基づく 次の

諮問について、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会条例（ 令和５ 年真鶴町条例第３ 号）

第４ 条第２ 項の規定に基づき意見を建議するため、 別添のと おり 答申書を交付し ます（ 令

和７ 年度答申第２ 号）。  

 

１  諮問番号： 諮問第35号・ 諮問第36号 

２  事 件 名： 諮問第35号 行政文書公開請求の諾否決定に係る審査請求について( 令和

６ 年度真総情第９ 号)  

     諮問第36号 情報公開に関する制度の改善等について( 令和６ 年度真総情

第９ 号)  
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令和７ 年度答申第２ 号  

令和７ 年11月14日  

 

諮問番号： 諮問第35号・ 諮問第36号 

審 査 庁： 真鶴町教育委員会教育長（ 教育課社会教育係）  

処 分 庁： 真鶴町教育委員会教育長（ 教育課教育総務係）  

 

答 申 書 

 

審査請求人から の審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し 、 次のと おり 答申する。  

 

第１  審査会の結論 

真鶴町教育委員会教育長が令和６ 年９ 月４ 日付け（ 真総情第９ 号） で行っ た真鶴町情報

公開条例（ 平成13年真鶴町条例第18号。 以下「 情報公開条例」 と いう 。） に基づく 非公開決

定処分（ 以下「 本件処分」 と いう 。） に対する審査請求（ 以下「 本件審査請求」 と いう 。）

について、 本件審査請求を棄却するこ と が妥当と 判断する。  

 

第２  事案の概要 

 １  情報公開請求対象文書 

2024年度の教育委員会会議の内、全教科の教科書採択を審議・ 決定し た日（ ８ 月７ 日）

の録音 

 ２  本件処分及びその理由 

真鶴町教育委員会教育課（ 以下「 処分庁」 と いう 。） は、 当該請求内容である録音デー

タ については、 当該請求日から 本件処分の日までにおいて不存在であるこ と から 、 行政

文書非公開決定処分（ 物理的不存在） を行っ た。  

なお、 本件処分は、 当該請求対象文書である「 2024年度の教育委員会会議の内、 全教

科の教科書採択を審議・ 決定し た日( ８ 月７ 日) の録音」 について、 実施機関が行っ た全

教科の教科書採択に係る会議は令和６ 年７ 月31日に開催し たも のであるため、 同日程に

開催し た会議について回答を行っ た。  

 ３  審査請求の趣旨 

本件処分を取り 消すと の裁決を求める。  

 ４  事案の経緯及び審査会への諮問までの経過 

令和６ 年７ 月31日： 第２ 回足柄下採択地区協議会が開催さ れ、 足柄下郡３ 町（ 箱根町

湯河原町、 真鶴町） における教科書採択が行われた。 同日、 ７ 月

教育委員会定例会において真鶴町での教科書採択・ 承認が行われ、

処分庁は、会議終了後に上記定例会の音声保存及び「 一時保存（ １

週間）」 フ ォ ルダ内へのデータ 移動を行っ た。  
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同年８ 月６ 日： 処分庁は上記定例会の議事録について起案を行い、 同日に決裁さ

れた。（ 決裁権者： 教育課長）  

同年８ 月７ 日：「 一時保存（ １ 週間）」 フ ォ ルダの設定により 、 上記定例会の音声

データ が自動消去さ れた。（ 最終更新日から ７ 日後の午前４ 時）  

同年８ 月22日： 総務防災課は、 情報公開請求人から の「 全教科の教科書採択を審

議・ 決定し た日の録音」 に係る行政文書公開請求書を収受し た。  

同年８ 月27日： 処分庁は、 当該情報公開請求に係る非公開決定（ 物理的不存在）

の起案を行い、 同年８ 月28日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 教

育長） を受けた。  

同年９ 月５ 日： 処分庁は、 情報公開請求人に対し 、 消去日を付記し たメ モを同封

し た行政文書非公開決定通知を郵送し た。  

同年９ 月24日： 審査庁は、 情報公開請求人より 審査請求書を受理し た。  

同年９ 月30日： 実施機関は、 町長室システム担当と「 一時保存（ １ 週間）」 フ ォ ル

ダの設定確認及びデータ 消去日時の再調査を行っ た。  

同年10月上旬： 審査庁は、 本件審査請求に係る諮問の判断と し て、 同年11月中旬

ごろまで処分庁及び審査庁のすみわけの検討及び処分にかかる課

題の洗い出し 等を行っ た。  

同年11月下旬： 処分庁は、平成８ 年４ 月以降に開催さ れた計374回の教育委員会定

例会について、 真鶴町教育委員会会議規則（ 昭和36年真鶴町教育

委員会規則第１ 号） 第23条に規定さ れる議事録に関する議決の有

無の確認を行い、 令和７ 年２ 月13日までにすべての会議において

議事録に関する議決が行われていないこ と を確認し た。  

令和７ 年２ 月17日： 審査庁は、 処分庁に対する弁明書の提出要求に関する起案を行い

同年２ 月20日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 教育長） を受けた。  

同年２ 月21日： 審査庁は、 処分庁に対し 弁明書の提出要求を行っ た。  

同年３ 月12日： 処分庁は、 弁明書の提出に関する起案を行い、 同年３ 月13日付け

で同起案の決裁（ 決裁権者： 教育長） を受けた。  

同年３ 月13日： 処分庁は、 審査庁に対し 、 弁明書（ 正副１ 通） 及び証拠書類を提

出し た。  

同年３ 月13日： 審査庁は、 弁明書の収受並びに、 同年３ 月17日付けで審査請求人

への弁明書（ 副本） の送付及び反論書の提出に関する起案を行い、

同年３ 月19日付けで同起案の決裁（ 決裁権者： 教育長） を受け、

同年３ 月28日付けで審査請求所管部署である総務防災課への合

議が完了し た。  

同年３ 月31日： 審査庁は、 審査請求人に対し 、 弁明書（ 副本） 及び反論書の提出

依頼について郵送し た。  

同年４ 月28日： 提出期限までに、 審査請求人から の反論書の提出はなかっ た。   

同年４ 月30日： 審査庁は、真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会（ 以下「 審査会」

と いう 。） への諮問に関する起案を行い、同年５ 月12日付けで同起

案の決裁（ 決裁権者： 教育長） を受けた。  
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同年５ 月12日： 審査庁は、 審査会に対し 、 諮問書を提出し た。  

 

第３  審理関係人の主張の要旨 

 １  審査請求書における審査請求人の主張 

  審査請求人の審査請求書における主張は、 おおむね次のと おり である。  

（ １ ）「 廃棄により 不存在である」 と の説明が不合理であるこ と  

一般的に、 定例で開催さ れている会議において、 ある会議（ 本件では７ 月31日

の会議） の議事録は、 次の会議（ 本件でいえば８ 月26日の会議） に先立ち委員に

議事録案を交付・ 送信等し 、 次の会議において委員から の承認を得るのが通例で

ある。真鶴町教育委員会会議規則第７ 条には、「 会議は、概ね次の順序で行う 。（ １ ）

開会（ ２ ） 前回会議録の承認（（ ３ ） 以下略）」 と 規定さ れており 、 処分庁の説明

では、「 会議録の承認」 を得る前に音声データ を消去し てし まっ たと いう こ と にな

り 不合理である。  

（ ２ ） 行政文書の管理が不適切であるこ と  

仮に、 開示請求がなさ れた時点で、 処分庁の説明どおり 本件音声データ が消去

さ れていたのだと すると 、 行政文書の管理と し て不適切であると いわざるをえな

い。 会議の音声データ は、 会議の内容が正確に記録さ れた一次資料であり 、 翌月

の教育委員会会議での「 承認」 を得る前に消去し てし まっ たのでは、 議事録の記

載について教育委員から 何ら かの疑義が提示さ れた場合に、 音声データ によっ て

確認するこ と ができないこ と になる。 また、 議事録承認後も 一定期間は音声デー

タ を保存すべきであると 考える。 議事録が市民に公表さ れ、 議事録の記載が正確

かつ適正になさ れているかを検証できるよう にするこ と も 必要であり 、 横浜市、

川崎市においては、 教育委員会会議の音声データ は会議終了から 少なく と も １ 年

間は保存するも のと し ている。  

（ ３ ） その他 

非公開決定通知書同封の説明文書において、「 当該情報は、個人的に備忘的記録

と し て録音し た音声データ （ メ モテープ） であり 、 １ の数で使用し たも のである

こ と から 、 行政文書（ 公文書） に該当し ない（ こ の見解は解釈運用基準に基づく

も の）」 と の考え方を示し ている。 こ の見解では、 仮に音声データ が消去さ れずに

存在し ていたと し ても 、行政文書に該当し ない、いわゆる「 法的不存在」 と し て、

非公開決定がなさ れると いう こ と になる。 し かし 、 教育委員会会議の録音は、 委

員の許可を得たう えで、町の備品である機材等によっ てなさ れているも のである。

また、 音声データ は、 会議録作成の直接の担当職員だけでなく 、 会議録の正確性

を確認するために、 上司のかたや、「 承認」 者たる委員による利用も 予定さ れてい

るも のである。（ 実際に、 当該音声データ が利用さ れたかどう かではなく 、 利用が

想定さ れているかにより 判断。） 会議録作成のために録音し た音声データ が、組織

共用性のあるも のであり 、 行政文書に該当するこ と については、 複数の裁判例が

あり 、 実務上も 定着し た考え方になっ ているこ と から 、 真鶴町教育委員会がこ れ

と 異なる理解をし 、 運用をし ておら れるのであれば、 直ちに取扱いを改善するこ
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と 。  

２  審査請求書に対する処分庁の主張 

  処分庁の審査請求書に対する弁明は、 おおむね次のと おり である。  

（ １ ） 審査請求書における審査請求人の主張（ １ ） について 

記載の事実は、 認める。 ただし 、 行政文書非公開決定通知書に添付し た、 消去

日を付記し たメ モでは、 音声データ を消去し た日を、 当該音声データ を最後に操

作し た日の１ 週間後の週末にシステムにより 自動消去さ れたも のと 認識し ていた

こ と から ８ 月 16 日（ 金） と し てお知ら せし たも のであるが、 令和６ 年９ 月 30 日

（ 月） に実施機関が改めて調べたと こ ろ、 最終更新日から １ 週間後の８ 月７ 日

（ 水） 午前４ 時にシステムにより 自動消去さ れたも のであるこ と が判明し た。 し

かし ながら 、 請求日時点において存在し ない事実に誤り はない。  

また、 令和６ 年９ 月 30 日（ 月） 開催の令和６ 年９ 月真鶴町教育委員会定例会

分より 、 実施機関は議事録への署名を受領するよう 改善を行っ た。  

（ ２ ） 審査請求書における審査請求人の主張（ ２ ） について 

記載の事実は、 認める。 ただし 、 実施機関の公文書の取扱いについては、 真鶴

町教育委員会文書管理規程（ 平成 15 年真鶴町教育委員会訓令第１ 号） 本則の規

定に準ずる真鶴町文書管理規程（ 平成 11 年真鶴町訓令第２ 号） に沿っ て適切に

管理し ており 、 本件処分の請求対象と なっ たデータ は公文書に該当せず、 審査請

求人が主張する横浜市教育委員会及び川崎市教育委員会の事例については、 本件

処分と なんら 関係のないも のであるこ と から 、 否認する。  

（ ３ ） 審査請求書における審査請求人の主張（ ３ ） について 

主張（ ３ ） の内容は、 情報公開条例第 26 条第１ 項に係る事項と 思料し 、 同条

第２ 項の手続きに基づき審査会に対し 別に諮問し 、 意見を求めるも のと する。  

（ ４ ） 処分の内容及び理由について 

実施機関において、 議事録作成のための音声データ の取扱いについては真鶴町

情報公開条例解釈運用基準（ 以下「 運用基準」 と いう 。） に沿い運用し ている。 具

体的には、 運用基準に「 会議記録を作成するための補助と し て当該会議の内容を

一時的に採録し た録音テープ等は、保存の対象と なる正規の行政文書でないため、

公開請求の対象と するこ と は適当でないので、「 行政文書」 から 除外するも のであ

る。」 と 記載さ れていると おり である。 なお、 情報公開条例第３ 条第１ 項第３ 号に

準ずる真鶴町情報公開条例施行規則（ 平成 13 年 12 月 14 日規則第 14 号） 第２ 条

第１ 項第１ 号の規定から も 、 当該請求対象については行政文書に当たら ない。  

本件情報公開請求の請求内容である「 2024 年度の教育委員会会議の内、 全教科

の教科書採択を審議・ 決定し た日( ８ 月７ 日) の録音」 の対象と なる音声データ に

ついて見ると 、 当該会議に出席し た実施機関の担当職員が、 単独で取得し たも の

であり 、 かつ専ら 自己の職務の遂行の便宜のためにのみ利用し 、 組織と し ての利

用を予定し ておら ず、 令和６ 年７ 月 31 日に開催し た実施機関が行っ た全教科の

教科書採択に係る会議が午後４ 時に閉会し 、 同職員が同会議の音声データ を同日

に、 職員が一時的にデータ を格納する、 かつ、 外部デバイ スから 取込むデータ の

格納先である「 一時保存（ １ 週間）」 と いう 名称のフ ォ ルダに格納し 、 同年８ 月６
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日（ 火） に当該会議に関する議事録（ 案） の起案書を作成し 、 同日に決裁（ 丙決

裁） さ れた後、当該データ を当該格納先から 他の保存領域へ移動し なかっ たため、

同年８ 月７ 日（ 水） 午前４ 時にシステムにより 自動消去と なっ たも のであり 、 本

件情報公開請求の日には物理的に存在し ない。  

なお、 こ の自動消去により 消去さ れた一時的なメ モテープは、 運用基準により

請求対象と なる行政文書から 除外さ れており 、 かつ、 会議録についての規定は真

鶴町教育委員会会議規則第３ 章に規定さ れており 、 実施機関が確認し たと こ ろ、

本件処分の日までに同規則第 23 条に基づく 議決事項はない。また、実施機関にお

いて真鶴町教育委員会会議規則に基づく 会議録は、 電磁的記録（ Ｗｏ ｒ ｄ フ ァ イ

ル） を用紙に出力し た物を正規の文書と し ており 、 その文書の取扱いについては

真鶴町教育委員会文書管理規程（ 平成 15 年真鶴町教育委員会訓令第１ 号） 本則の

規定に準ずる真鶴町文書管理規程（ 平成 11 年真鶴町訓令第２ 号） に沿っ て適切に

管理し ており 、 本件情報公開請求の請求内容であるメ モテープが本件情報公開請

求の日に自動消去により 存在し ていないこ と は何ら 問題がない。  

こ れら のこ と から 、 本件処分に対し ては手続、 内容と も に何ら 違法・ 不当な点

はない。  

し たがっ て、本件審査請求に理由はなく 、審査請求は棄却さ れるべきと 考える。 

３  上申書における審査請求人の主張 

  審査請求人の上申書における主張は、 おおむね次のと おり である。  

（ １ ） 本件情報公開請求は、 教育問題及び情報公開制度に関心をも つ市民が手分けを

し て、 2024年夏の教科書採択の審議・ 決定をし た教育委員会会議の録音データ に

ついて、神奈川県内の教育委員会へ請求し たも のである。その際、情報公開条例・

規則により 、 会議録作成のための録音データ を「 行政文書」 の定義から 除外し て

いる市町村の教育委員会は外し たつも り であっ たが、 真鶴町については既に条例

改正がなさ れているも のと 誤認し 、 本件審査請求をし たも のである。  

以下は、 審査会の審査の対象外と 存じ ているが、 市民の思いをご理解いただき

たく 申し 述べる。  

（ ２ ） 録音データ 公開の意義について 

ア  教育委員会は、地方公共団体の教育行政を担う 重要な執行機関であり 、「 地

方教育行政の組織及び運営に関する法律」 は、 地方教育行政の運営における

透明性の向上を図るため、教育委員会会議の原則公開を定めている。（ 同法14

条７ 項）。 そし て、 公開をより 実効的なも のと するため「 教育委員会会議の開

催時間や場所等の運営上の工夫を行う こ と により 、 教育委員会会議をより 多

く の住民が傍聴できるよう にするこ と が望まし い」 と さ れている。（ 平成26年

７ 月17日付け26文科初第490号文科省初等中等教育局長通知「 地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律について」）  

イ   本件録音データ は教科書採択日のも のであり 、 教育委員会会議の中でも 、

教科採択が審議さ れる会議は、 市民の関心も 高く 、 教科書採択の公正性・ 透

明性の確保の観点から 情報公開が特に強く 要請さ れている。  

ウ  教育委員会会議を傍聴するこ と は市民にと っ て必ずし も 容易ではない。 教
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育委員会会議の多く は平日の昼間に開催さ れ、 会議日時が定まるのは１ か月

程度前であるこ と から 、 仕事その他の差支えのため、 あるいは会場に足を運

ぶこ と 自体が難し く 、 傍聴し たいけれどできないと いう 人も 多く 、 会場での

傍聴を認めただけでは不十分である。  

エ  録音データ の有用性と し て、 会議の録音データ が公開さ れれば、 会場での

傍聴ができなかっ た人も 、 会議の様子を知るこ と ができる。 さ ら に、 会議録

は公表さ れるまで１ か月程度はかかるが、 録音データ であれば会議終了後す

ぐ に正確な会議の内容を知るこ と ができる。  

また、 会議録は整文さ れ「 発言」 の文字情報のみが記録さ れるが、 録音デ

ータ であれば語気や語調、さ ら には会場の反応なども 知るこ と ができるなど、

会議録より も 録音データ のほう が優れている点がある。  

オ  新型コ ロナウィ ルス禍を機に、 教育委員会会議も オンラ イ ンによる会議開

催が行われるよう になり 、 会議がオンラ イ ン開催であるか否かを問わず、 会

議動画のイ ンタ ーネッ ト 配信（ リ アルタ イ ム、 録画） も 行われるよう になっ

ている。（ 令和２ 年７ 月28日付け２ 初初企第17号文科省初等中等教育局初等

中等教育委企画課長通知「 オンラ イ ン会議システム等を活用し た総合教育会

議及び教育委員会の会議の開催について」） 鎌倉市では、傍聴できなかっ た市

民向けに、 教育委員会会議の録音データ の貸出し を行っ ていた。  

新型コ ロナウィ ルス感染症が沈静化し 、 会議が会場開催になっ てから も 、

会議動画のイ ンタ ーネッ ト 配信を行う 教育委員会は少なく なく 、 都道府県で

は北海道と 大阪府、 政令市では横浜市、 大阪市、 神戸市、 熊本市が実施し て

いる。 一般市や特別区についてはネッ ト 検索レベルでの調査であるが、 千代

田区、 生駒市、 大東市などで実施さ れており 、 会議録の作成を待たずに、 会

議の正確な情報が知り たいと いう ニーズが高いこ と の現れである。  

（ ３ ） 会議の録音データ を「 行政文書」 から 除外するこ と の問題性について 

国の情報公開法・ 規則等には、 会議録作成のために録音し た録音データ を「 行

政文書」 から 除外する旨の規定はない。と こ ろが、神奈川県の旧条例・ 規則には、

真鶴町の現行規定と 同様の規定があり 、 県条例を参考にし た県内市町村に、 全国

的にみても 特異な規定が広まっ た。  

し かし 、 神奈川県は2023年４ 月の改正個人情報保護法の施行に合わせ、 情報公

開分野と 個人情報（ 自己情報開示） 分野と で「 行政文書」 の定義が異なるこ と は

おかし いと いう 判断から 、 上記の除外規定を削除し たこ と も あり 、 県内の市町村

でも 、 条例・ 規則改正が進んでいる。  

（ ４ ） 真鶴町においても 、 会議の録音データ の情報公開がなさ れるよう になるこ と を

願っ ている。  
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第４  調査審議の経過 

 審査会による調査審議の経過は、 次のと おり である。  

令和７ 年５ 月12日： 諮問書の収受 

同年５ 月22日： 審査庁から の諮問（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第36回

会議）  

同年６ 月19日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第37回会議）  

同年７ 月31日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第38回会議）  

同年８ 月28日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第39回会議）  

同年10月６ 日： 継続審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第40回会議）  

 

第５  審査会の判断の理由 

 １  イ ンカ メ ラ 審理の実施及び結果について 

審査会は、 録音データ の自動消去に関する技術的検証を、 以下の６ 点に関し 、 イ ン

カ メ ラ 検証を実施し た。  

（ １ ） 録音から 議事録が確定するまでのプロセスの確認 

処分庁から は、「 審査請求時点での議事録の確定までのフ ロー図」 及び「 イ ンカ メ

ラ 審理時点の議事録の確定までのフ ロー図」 の提出があっ た。  

審査会は、 フ ロー図を紙面で確認し 、 令和６ 年９ 月定例会以降、 当審査会の意見

を受けて、 委員から の署名による承認をも っ て議事録の完成と するよう 改善が図ら

れているこ と を確認し た。  

（ ２ ） 現在使用し ている記録媒体へ旧領域から 移行する際に電算主管課であっ た、 企

画調整課から の庁内通知の存否確認 

処分庁は、 サーバーの記憶容量不足の懸念に伴う 不要なデータ を都度削除するよ

う 求める庁内通知（ 約10年前に発出） を探し たが、 真鶴町文書管理規程（ 平成11年

真鶴町訓令第２ 号） に規定する保存期間を過ぎており 、 紙面及び電磁的記録のいず

れの様式でも 見当たら なかっ たこ と から 、審査会では、同通知を確認できなかっ た。  

（ ３ ） 録音データ の取扱いについての総務防災課から の庁内通知の存否確認 

処分庁から は、「 情報公開条例施行にと も なう 庁内に存在する複数の同一文書の

取扱い（ 原本保存及び副本表示の原則） について（ 平成13年企画調整課・ 管理課通

知）」 及び「 真鶴町情報公開条例に基づく 諾否決定を行う 際のログミ ーツ等の録音デ

ータ の取扱いについて（ 令和６ 年総務防災課通知）」 と いう ２ つの庁内通知の提示が

あっ た。  

審査会は、 紙面での庁内通知に基づき、 情報公開条例における行政文書の定義と

議事録作成用の録音データ の運用ルールを確認し た。  

（ ４ ） 情報公開請求の対象と なっ た議事録のデータ について、 文字起こ し アプリ ケー

ショ ンを使用し て作成し た当初データ と 現在公表し ている最終データ の詳細の

検証 

処分庁は、 当初データ がフ ァ イ ルの上書きにより 不存在であっ たこ と から 、 最終
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データ （ 議事録本文、 議事録表紙、 町ホームページ公開に係る起案書） のWordフ ァ

イ ルについて、 プロパティ 画面のスク リ ーンショ ッ ト を準備し 詳細を解説し た。  

審査会は、 紙面上でのフ ァ イ ル作成日時や更新日時の確認等により 、 令和６ 年８

月６ 日に最終更新が行われているこ と を確認し た。  

（ ５ ） 当該録音データ について請求日現在、 存在し ていないこ と が分かるも のの確認 

処分庁は、 会議の行われた令和６ 年７ 月31日から およそ１ 週間後の令和６ 年８ 月

８ 日までの範囲において、 タ ブレッ ト での録音データ を、 一時保存（ １ 週間） と 名

前のついた、 古く なっ たフ ァ イ ルを定期的に自動消去さ れるフ ォ ルダから 移動し な

かっ たこ と が証明できるシステムログと 、 文字起こ し ツール内の録音データ 保管一

覧が分かる該当ページのスク リ ーンショ ッ ト 及びク ラ ウド 上のシステムページを提

示し 解説し た。  

審査会は、 システムログの紙面確認及び文字起こ し ツールの操作実演を含む確認

により 、 本件請求対象の音声データ が確かに残さ れていないこ と を確認し た。  

（ ６ ） 自動消去についての動作確認 

処分庁は、 上記（ ５ ） の自動消去に係る動作を確認するための作動動画を作成し

提示し た。  

審査会は、 動画の確認により 、 当該フ ォ ルダに格納さ れた「 最終更新日が１ 週間

以上前のフ ァ イ ル」 について、 設定さ れた時間で完全にサーバー上から 消去さ れ、

復元できないこ と を現認し た。  

 ２  まと め 

以上の理由により 、 本件審査請求については、 当該録音データ がすでに自動消去さ

れ不存在であり 、 そのこ と がイ ンカ メ ラ 審理により 確認するこ と ができ た。 も っ て、

本件不服申立は棄却すべきも のと 判断し 、「 第１  審査会の結論」 記載のと おり 答申す

る。  

 

第６  付言 

 １  処分庁の業務改善について 

処分庁は、 本件審査請求を契機と し て、 真鶴町教育委員会会議規則第３ 条に規定さ れ

る教育委員会定例会及び臨時会において、 同規則第19条第１ 項により 作成が義務付けら

れている議事録について、 教育委員の署名により 承認を行う よう 運用を改善し 、 こ れに

伴い承認さ れるまでの期間は、 当該会議で録音さ れた音声データ についても 保管するよ

う 運用を改めた。  

２  録音データ の取扱いについて 

上記１ により 、 承認時に疑義が生じ た場合は、 申出者による音声データ の確認をする

等、録音データ の録音及び保管の目的に組織的共用文書と し ての性質が生じ たこ と から 、

以降の当該会議の録音データ については、 情報公開請求の請求対象文書と し て取り 扱う

こ と を検討さ れたい。  

 ３  審査庁の審理事務手続きについて 

審査庁の本件諮問に係る一連の経緯をみると 、 本件審査請求から 本件諮問までに約８
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か月を費やし ており 、 審査請求に対し 「 遅滞なく 」 諮問に付するこ と を求める条例規定

（ 第16条の２ 第１ 項） に反し ており 、 こ れだけの長期間を要する特段の理由があっ たと

は認めら れない。 手続きの遅延は審査請求人への消極的な不利益と なる点を考慮し 、 今

後は諮問への手続きの迅速化を図るため、 条例を適切に運用するこ と に厳に留意すべき

である。    
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